委　託　契　約　書
１　委託業務の名称  　
２　委託業務の場所　　
３　履　行　期　間　  自　　令和　　年　　月　　日
                      至　　令和　　年　　月　　日
４　委　託　金　額　　　　  ￥　，　　　，　　　－
                      うち取引に係る消費税及び地方消費税額　￥　　　，　　　 (注）「取引に係る消費税及び　　　　　　　　　　　　　　　地方消費税の額」は、委託金額に１１０分の１０を乗じて得た額である。
５　契約保証金　　　　免　除
　
　上記業務の委託について、発注者 大分県企業局長 　　　　　　（以下、「発注者」という。）と受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、「受注者」という。）とは、次の条項により委託契約を締結する。
（総　　則）
第１条　受注者は、別冊の図面及び仕様書（現場説明書を含む。以下同じ。）に基づき頭書の　　委託金額をもって、頭書の履行期間内に頭書の委託業務を完了しなければならない。
２　前項の図面及び仕様書に明示されていないものまたは図面と仕様書の交互符合しない　　　ものがある場合は発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
（権利義務の譲渡等）
第２条　受注者は、この契約による権利又は義務を第三者に譲渡し又は承継させてはならな
い。
（再委託等の禁止）
第３条　受注者は、委託業務の処理を他に委託し、又は請け負わせてはならない。
　ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、この限りではない。
（監督員）
第４条　発注者は、監督員を定めたときは、その職、氏名を書面により受注者に通知するもの　　とする。監督員を変更したときも同様とする。
２　監督員は、この契約書及び設計図書に定められた事項の範囲内において、次に掲げる権限を有する。
(１)契約の履行について、受注者又は受注者の現場責任者に対する指示、承諾又は協議をする　　こと。
(２)委託業務の進行管理、立会い又は委託業務の実施状況についての調査・確認をすること。
（業務代理人）
第５条　受注者は、業務代理人を定めたときは、その氏名、その他必要な事項を書面により発注者に通知しなければならない。業務代理人を変更したときも同様とする。
２  業務代理人は、この契約の履行に関し、この契約に基づく受注者の一切の権限（委託金額　　の変更、委託金額の請求及び受領並びにこの契約の解除に関わるものを除く。）を行使する　　ことができる。
（検査）
第６条　受注者は、業務が完了したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。
２　発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して１０日以内に検査し、合格又は不合格の旨を受注者に通知しなければならない。
３　受注者は、前項の規定により不合格の通知があったときは、発注者の指定する期間内にその指示に従い、補正をしなければならない。前２項の規定は、本項の規定による補正について準用する。
４　前項の規定による補正に要する費用は、受注者の負担とする。
（委託金額の請求及び支払い）
第７条 　受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、業務委託料の支払いを請求する　　　ことができる。

２　発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に業務委託料を支払わなければならない。

（業務内容の変更等）
第８条  発注者は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止　　し、若しくは打ち切ることができる。この場合において委託金額又は履行期間を変更す　　　る必要があるときは、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
２　前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者は、その損害を賠償しなければならない。この場合において、賠償額は、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
（履行期間の延長）
第９条  受注者は、その責めに帰することができない理由により、履行期間内に委託業務を完　　了することができないときは、発注者に対して、遅滞なくその理由を付して履行期間の　　　延長を求めることができる。
２　発注者は前項の請求があったときは、事実を調査し、やむを得ない理由があると認めたときは、履行期間を延長するものとする。
（損害の負担）
第１０条  委託業務の処理に関し発生した損害(第三者に及ぼした損害を含む｡)は、受注者の　　負担とするものとする。ただし、その損害が発注者の責めに帰する理由による場合　　　 　においては、この限りではない。
（履行遅滞の場合における賠償金）
第１１条  発注者は、受注者が履行期間内に委託業務を完了することができない場合は委託金　　額につき、遅延日数に応じ、財務大臣の決定する率の割合で計算した額の遅延賠償金を徴　　収するものとする。
 (違約金）
第１２条　受注者の責めに帰すべき理由により、発注者が契約を解除したときは、受注者は委　　託金額の１０分の１を違約金として発注者の指定する期日までに納付しなければな　　　　　らない。
（契約の解除）
第１３条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除するこ　　とができる。
（１）受注者がその責めに帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。
（２）受注者が履行期間内に作業を完了する見込みがないと認められるとき。
（３）受注者が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法　　　　律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団（同法第２条第　　　　２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者と認め　　　　　られたとき。
２　発注者は、前項の規定による契約の解除によって生じた受注者の損害については、　　　　その賠償の責めを負わないものとする。
　（契約外の事項）
第１４条　この契約書に定めのない事項又は契約について疑義が生じた事項については、必要　　に応じて発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
　本契約の証として本書２通を作成し、当事者が記名押印し、各自１通を保持する。
  令和　　年　　　月　　日
　
発注者　　　　　　　　大分県企業局長　
受注者　住　　　　所
　商号又は名称
　代表 者 氏名
